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１  市営住宅の概要 

（１）市営住宅（公営・改良）・県営住宅ストックの現状 

市営住宅には、低所得者等向けに建設された公営住宅 943 戸と旧炭鉱住宅地区の住環境整備

のために建設された改良住宅 4,037 戸を合わせた 4,980 戸があります。 

公営住宅 943 戸には、旧地域改善向け住宅（＊1）406 戸、障がい者向け住宅 5 戸が含まれて

おり、一般公営住宅は（＊2）532 戸となっています。 

改良住宅は、事業対象者の退去等によって空き家となった場合には、みなし公営住宅（＊3）

として取り扱われています。本市では、みなし公営住宅は毎年平均 85 戸程度増加しています。 

また、本市には福岡県が管理する公営住宅である県営住宅が 7 団地 841 戸あります。 

＊1：歴史的かつ地域的な事情により供給された公営住宅をいう。 

＊2：公営住宅のうち、旧地域改善向け住宅、障がい者向け住宅の特定目的公営住宅を除いた住宅をいう。 

＊3：改良住宅のうち、住宅地区改良事業の事業対象者が入居せず、または使用しなくなった場合において、旧公営住宅

法を準用し公営住宅とみなして管理する住宅をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■市営住宅の概要 

項目 公営住宅 改良住宅 

目的 

住宅に困窮する低所得者層に低廉な家賃の賃

貸住宅を供給することにより、国民生活の安定

と社会福祉の増進に寄与することを目的とす

る。 

不良住宅等が密集すること等により住環境整

備が必要と認められる地区において、不良住

宅を全て除去し、生活道路、児童遊園、集会所

等を整備し、従前の居住者のための改良住宅

を建設することにより、不良住宅地区の整備改

善を図り、健康で文化的な生活を営むことので

きる住宅の集団的な建設を促進することを目

的とする。 

根拠法令 公営住宅法 住宅地区改良法 

入居基準 月額 158,000 円以下（一般世帯） 事業対象者 

家賃算出方法 応能応益方式 家賃限度額方式 
  

 
県営住宅 

841戸（7団地） 
 

公営住宅等 

5,821 戸 

 
市営住宅 

4,980 戸 

 
公営住宅 

943 戸 
 改良住宅 

4,037 戸 

 
一般公営 

532 戸 
 

旧地域改善向け 

406 戸 
 障がい者向け 

5 戸 
 改良住宅 

1,903 戸 
  障がい者向け 

6 戸 

みなし公営 

2,128 戸 
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平成 28 年の市勢要覧によれば本市の総世帯数は 20,909 戸であり、市営住宅が占める割合は約

23.6%となっています。この割合は、県内市町村の中でも高い割合となっています。 
 

■公営住宅ストックの他市町村との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：H28 市町村要覧 

 

市営住宅ストックを年度別・構造別に見ると、昭和 50 年以前は全て簡易耐火住宅（簡平・簡

二）で、昭和 51 年以降はほとんどが中層耐火住宅となっています。 
 

■市営住宅ストック内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：建築住宅課 

  

団地名 簡二（戸） 中耐（戸） 団地名 平屋（戸） 簡二（戸） 中耐（戸）

中央 150 日吉町 126

平和 50 上伊田 18 20

大藪 4 500 下吉田 14

昭和 60 新野上 122

芳ヶ谷 210 高柳 66

鎮西 410 川宮香町 18

後藤寺東 490 棚木 12

後藤寺西 153 新生町 16

三井伊田 728 西ヶ浦 150

松原 940 川宮 38

松原第一 342 田川 3 220

城山 94

大浦 26

計　11団地 204 3,833 計　13団地 29 392 522

改良住宅 公営住宅

合　　計　　24団地　　4,980戸

赤 1,122 140 12.5%

福智 8,718 1,987 22.8%

川崎 7,344 2,433 33.1%

大任 2,052 552 26.9%

添田 4,029 897 22.3%

糸田 3,805 776 20.4%

嘉麻 15,677 3,494 22.3%

香春 4,428 723 16.3%

中間 17,415 590 3.4%

宮若 10,713 1,349 12.6%

飯塚 54,719 4,422 8.1%

行橋 28,653 1,476 5.2%

大牟田 49,363 2,823 5.7%

直方 23,202 1,605 6.9%

市町村名 世帯数 公営住宅等 割合

田川 20 ,909 4 ,934 23 .6%
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■構造別市営住宅ストック内訳 

 

 

 

 

 

 

資料：建築住宅課 

 

■建設年度別構造別市営住宅ストック 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：建築住宅課 

 

  

うち、4階 うち、5階

（戸） 204 3,833 610 610

（%） 5.1% 94.9% 15.1% 15.1%

（戸） 29 392 522 92 92

（%） 3.1% 41.6% 55.4% 9.8% 9.8%

29 596 4,355 702 702

中耐（戸）
平屋（戸） 簡二（戸）

公営住宅

改良住宅

計

44
20 16

70
50

2 2

110 200

270 280

250

170

80

160

220 210
230

250
265

120
138

60 68

108

30

152

120
108 102

72
48

12

3 

2622 20 22 16 20 20 6 36 40 
52 

34 

24 28 

36 

16 

30 

70 

138 110 

60 

24 40 

30 

20
0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

改良住宅 簡二 改良住宅 中耐 公営住宅 平屋 公営住宅 簡二 公営住宅 中耐

（戸）
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44 

20 16 

70 
50 

2 2 

110 

200 

270 
280 

250 

170 

80 

160 

220 
210 

230 
250 

265 

120 
138 

60 68 
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120 
108 102 

72 

48 

12 3 
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34 
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60
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350
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H
1

5

H
2

0

H
2

5

H
3

0

H
3

5

H
4

0

H
4

5

H
5

0

H
5

5

H
6

0

H
6

5

H
7

0

H
7

5

H
8

0

H
8

5

H
9

0

H
9

5

改良住宅 簡二 改良住宅 中耐 公営住宅 平屋 公営住宅 簡二 公営住宅 中耐

（戸）

市営住宅全 4,980 戸のうち、599 戸が平成 37 年までに耐用年数を迎えます。その他に、平成

37 年までに耐用年数の半分を迎える市営住宅が、3,515 戸存在します。平成 37 年までに耐用年

数を迎える市営住宅は、ブロック造が多くなっています。 
 

■市営住宅の耐用年数経過年度別戸数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：建築住宅課 

 

■市営住宅の耐用年数経過年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：建築住宅課 

 

 

  

団地名 構造 建設年度 戸数 耐用経過年度 団地名 構造 建設年度 戸数 耐用経過年度

中央 簡二 昭和48年～昭和51年 150 平成30年～平成33年 日吉町 簡二 昭和36年～昭和44年 126 平成18年～平成26年

平和 簡二 昭和52年 50 平成34年 新野上 簡二 昭和45年～昭和51年 122 平成27年～平成33年

中耐 昭和52年～昭和55年 500 平成60年～平成62年 高柳 簡二 昭和45年～昭和49年 66 平成27年～平成31年

簡二 昭和53年～昭和54年 4 平成35年～平成36年 川宮香町 簡二 昭和47年 18 平成29年

鎮西 中耐 昭和53年～平成7年 410 平成60年～平成77年 棚木 簡二 昭和48年 12 平成30年

昭和 中耐 昭和54年 60 平成61年 簡二 昭和50年～昭和52年 18 平成32年～平成34年

芳ヶ谷 中耐 昭和54年～昭和55年 210 平成61年～平成62年 中耐 平成26年 20 平成96年

後藤寺西 中耐 昭和54年～平成元年 153 平成61年～平成71年 新生町 簡二 昭和51年 16 平成33年

後藤寺東 中耐 昭和56年～平成元年 490 平成63年～平成71年 下吉田 簡二 昭和52年 14 平成34年

三井伊田 中耐 昭和56年～平成5年 728 平成63年～平成75年 西ヶ浦 中耐 昭和52年～昭和54年 150 平成59年～平成61年

松原 中耐 昭和56年～平成10年 940 平成64年～平成80年 川宮 中耐 昭和54年 38 平成61年

松原第一 中耐 平成13年～平成26年 342 平成82年～平成95年 中耐 昭和54年～昭和56年 220 平成61年～平成63年

平屋 昭和55年 3 平成22年

城山 中耐 昭和60年～昭和62年 94 平成67年～平成69年

大浦 平屋 平成27年 26 平成57年

田川

改良住宅 公営住宅

大藪

上伊田
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（２）バリアフリー化の状況 

市営住宅の住戸内部のバリアフリー化の状況を見ると 17.6％と極めて低くなっています。一

方で、3 階段以上の階段昇降を要する戸数は 2,377 戸と多くなっています。 
 

■住宅内部のバリアフリー化の状況                   ■3 階段以上の階段昇降を要する戸数 

   

 

 

 

 

 

 

 

資料：建築住宅課 

 

 

 

  

上伊田 H24 18 〃

合計（戸）
（%）

866

17.6%

川宮香町 H21 18 〃

新生町 H23 16 〃

高柳 H17～H19 66 〃

改修

下吉田 H16～H17 14 住戸内に階段あり

棚木 H20 12 〃

松原第一 H12～H24 342

備考

新築
松原 H6～H10 380

団地名 年度 戸数

3階 4階 5階 計

106 92 290

867 610 2,087

92

610改良住宅

計 973 702 2,377702

公営住宅
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（３）入居世帯の状況 

市営住宅入居世帯の状況について、家族人数は 1 人が最も多く 36.9％、次いで２人が 28.3％

となっており、１～２人の少人数の世帯が 65.2％を占めています。 

また、市営住宅の最低居住水準未満世帯は、286 世帯となっています。 
 

■市営住宅入居者の家族人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：建築住宅課 

 

■市営住宅の最低居住水準未満世帯数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：建築住宅課 

 

  

1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人 8人 9人 10人 計

0

0

0

0

0

0

112

236 225 136 77 27

257 83

0 0 0

336 272 172 82

0

0

65

107

109

5

専用
床面積

市営住宅 最低居住
水準未満

0

2,695

706

0

0

240

887

34 104 2865 122 8

3 01

1

1

18 5 2

0 0

0 0 0

110 65 34 22 7 2

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

66㎡
以上

最低居住
水準未満

0 0 0
25㎡
未満

25㎡～
39㎡

39㎡～
50㎡

50㎡～
56㎡

56㎡～
66㎡

989 803 537

0 0

0

22 1 2
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応募者 入居者 待機者

（件）

市営住宅の入居待機者数を見ると、平成 23 年 10 月の募集時に 55 件と最も多くなっています

が、その後は年々減少傾向にあります。 

 

■市営住宅の入居待機者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：建築住宅課 
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■市営住宅の位置図 

 

 

 

 

 

 

  



 

64 

第
４
章 

市
営
住
宅
に
関
す
る 

整
備
方
針 

２  市営住宅の需要予測と目標管理戸数 

本市の公営住宅の管理戸数の検討に当たっては、国土交通省が住生活基本計画において将来

の公営住宅需要を推計する手法（公営住宅供給目標量設定支援プログラム Ver2.0）を示してお

り、本市においても同様の手法により市営住宅の将来需要を推計します。 

まず、計画期間（平成 28 年～平成 37 年）における「①公営住宅需要の推計」と「②公営住

宅供給可能戸数の推計」を行い、両者のバランスから、将来の適正なストック数である「③目

標管理戸数の設定」を行います。 

 

 

 

 

 

（１）要支援世帯の推計 

公営住宅法では「住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸する」ために公営住

宅を整備するものとしています。 

公営住宅の需要を推計するに当たっては、目標年次(平成 37 年度)における民間借家等(民間借

家､給与住宅)に居住する世帯で、公営住宅の入居対象世帯(収入分位が下位の世帯)を対象とし、

そのなかで 

Ⅰ「収入分位下位世帯」かつ「著しい困窮世帯」かつ「最低居住面積水準を満たしていない世帯」 

Ⅱ「収入分位下位世帯」かつ「著しい困窮世帯」かつ「民間借家の家賃負担限度率より高い世帯」 

Ⅲ「収入分位下位世帯」かつ「最低居住面積水準を満たしていない世帯」 

Ⅳ「収入分位下位世帯」かつ「民間借家の家賃負担限度率より高い世帯」 

を基準として「住宅に困窮する低額所得者」を抽出し、公営住宅における「要支援世帯」とし

て算出します。 
 

収入分位下位世帯 
全世帯を収入の順に並べ、下位から全体の 25％にあたる収入の一般世帯(月額 15.8 万円
以下)、及び、高齢者・子育て世帯・障がい者がいる世帯に関しては下位から 40％にあたる
収入の裁量階層世帯(月額 21.4 万円以下)をいう(公営住宅入居基準より)。 

著しい困窮世帯 

最低居住水準を満たす住宅の自力による確保が困難と想定される収入の世帯をいう。 
※著しい困窮年収：世帯年収と地域の民営借家市場の実態から、自力で最低居住面積水準を達成

すること（適切な家賃負担割合で最低居住面積水準以上の民間賃貸住宅を確保すること）が著し

く困難な年収をいう。 
※著しい困窮年収（年収分位別・世帯人員別）＝ 

[民営借家の平均家賃]×[最低居住面積水準面積]÷[地域別家賃負担限度率] 

民間借家の 
家賃負担限度率 

世帯収入に対する家賃支出の割合をいう。一般的には収入の約 20％程度が限界とされる
が、収入分位や家族人数によりその割合が変わり、住宅建設 5 箇年計画において、各分位
ごとの割合が設定されている（※全国基準値に対して各地域の事情に合わせて補正す
る）。 

※本市の場合:12.6%～19.8% 

要支援世帯 
市場において、自力では適正な水準の住宅を適正な負担で確保することが困難と見込ま
れ、公的な支援により居住の安定確保を図るべき世帯をいう。 

① 公営住宅需要の推計 

 平成 37 年度における 

要支援世帯数 

② 公営住宅供給可能戸数の推計 

 平成 27～37 年度の間に供給できる 

公営住宅戸数 

③同数になる戸数 

が適正供給 

③目標管理戸数の設定 
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（２）要支援世帯の考え方 

 

 

 

  最低居住面積水準以上 

かつ著しい困窮年収以上 

 

Ⅳ うち高家賃負担率 

 

 

 

 

  最低居住面積水準以上 

かつ著しい困窮年収未満 

 

Ⅱ うち高家賃負担率 

 

   

 

 

 

 

 

（３）要支援世帯数の推計 

ⅠとⅡに該当する世帯を基本としますが、民間賃貸住宅市場の状況等を踏まえて、ⅢとⅣに

該当する世帯にも対応を図る必要があります。 

 

 

公営住宅による「要支援世帯」＝ Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ   

 

  

Ⅲ 最低居住面積水準

未満かつ著しい困

窮年収以上 

Ⅰ 最低居住面積水準

未満かつ著しい困

窮年収未満 

著しい困窮年収 

低額所得世帯 

公営入居基準年収 
収入超過者 
高額所得者 

居住水準 

年収 

最低居住面積水準 誘導居住面積水準 

公営住宅世帯 公営住宅以外の借家世帯 
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■推計フロー 

 

 

  

県営の公営住宅による供給可能戸数 

841 戸×5.24%×10 年間=440 戸 

10 年間で入居可能な戸数 

（市営＋県営の空き家） 

2,349 戸＋440 戸=2,789 戸 

平成 37 年度時点の要支援世帯数 

2,487 世帯 ｚ 

不足数の推計 
2,487 戸-2,789 戸 
=-302 戸 

10 年後の世帯数及び民間借家等の世

帯数の推計 

平成 37 年度時点の管理戸数の算出（建替え中の戸数を含む。） 

公営住宅需要の推計 市営住宅供給可能戸数の推計 

10 年間で発生する空き家戸数（推計） 

※年間空き家発生率：5.24％を基準 

4,483 戸×5.24%=234.9 戸/年 

234.9 戸/年×10 年間=2,349 戸 
収入分位下位世帯のうち要支援世帯を

推計 

現在の市営住宅の管理戸数（入居募集

停止中のものを除く。） 

4,483 戸 

現管理戸数との差（現在 4,980 戸-平成 37 年度時点 4,427 戸）：553 戸 

平成 37 年度時点の入居可能戸数（公営住宅＋改良住宅）：4,529 戸 

うち建替えによる既存入居者対応戸数：46 戸 

H37 までの建替予定戸数（≒現入居者数）：200 戸 

平成 37 年度時点の管理戸数（公営住宅＋改良住宅）：4,729 戸 

平成 37 年度時点の必要戸数（公営住宅＋改良住宅）：4,427 戸 

要支援世帯に対する不足数：-302 戸 
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（４）目標管理戸数 

国土交通省が示す推計からは、平成 37 年度時点で 553 戸が余剰になるとの推計結果が出てい

ますが、この推計結果は、市営住宅の本来入居世帯の需要に基づいたものであり、子育て世帯

をメインとした定住促進住宅としての市営住宅の有効活用に伴う需要についても考慮する必要

があります。この需要戸数を余剰戸数全体の１割程度の 50 戸とし、目標管理戸数を次のように

設定します。 

 

 

 

 

 

  

平成 37 年度における市営住宅の目標管理戸数 
 

4,477 戸（503 戸削減） 
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３  市営住宅の整備方針 

（１）現状と課題 

･ 総世帯数に対し、本市の市営住宅の割合は 20％を超え、高い割合となっています。 

･ 人口減少に伴い、市営住宅のうち約 250 戸が空き住戸となっています。 

･ 入居者の高齢化が進むなかで、住戸内のバリアフリー化の状況は 2 割弱とかなり低い状況

です。 

･ 平成 37 年までに耐用年数を経過する団地も出てくることから、耐用年数経過後の対応の検

討が必要となっています。 

 

（２）市営住宅の役割 

･ 市営住宅は、住宅に困窮する低所得者等や住宅を失った旧炭鉱住宅地の居住者のために建

設されてきましたが、人口減少社会の到来や社会情勢の変化に合わせて、その役割も変化し

ています。 

･ 本市では、住宅に困窮する低所得者等の救済を第一に考えながらも、既存ストックの活用を

視野に入れ、今後の市営住宅の役割を次のとおり設定します。 
 

■住宅に困窮する低所得者に対する住宅セーフティネット 

■高齢者等の特に居住の確保に配慮が必要な者に対する住宅供給 

■子育て世帯のニーズに対応した住宅供給及び居住の支援 

■移住・定住を促進する受け皿としての活用 
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方針１ 目標管理戸数の実現に向けた取組 

目標管理戸数の実現に向け、平成 37 年度までに耐用年数を経過しない団地と経過する団地ご

とに以下の方針を掲げ取組を進めます。 

 

◆耐用年数を経過しない団地への対応方針 

《 現況と課題 》 

･ 人口減少に伴い、市営住宅の需要も年々減少しており、特に中層耐火構造の住棟の高層階に

おいて増加している空き家への対策が必要となっています。 

･ 平成 37 年度までに 3,515 戸が耐用年数の半分を経過することから、耐用年数経過後の対応

を長期的な視点から検討することが必要となっています。 

 

《 具体的な取組 》 

 躯体や設備の老朽化の進行状況、団地の立地利便性や需要状況を踏まえ、既存の空

き家の一部を移住・定住等の施策に有効活用します。 

 市営住宅の戸数を削減するために、耐用年数が経過するまでに一定戸数を政策空

き家とし、建替えまたは用途廃止する際に戸数を削減するという段階を踏む必要

があり、その第 1 段階として、比較的需要が少ない４階・5 階の住戸の募集停止を

行います。 

 本市の市営住宅のうち公営住宅は、空き家率が低く、住宅セーフティネットとして

の需要が高いため、募集停止の対象は改良住宅とします。 
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■入居募集停止による建替え戸数削減イメージ 

＜入居募集を停止した場合＞ 

   （現状）           （耐用年数経過時） 

   

 

 

 

 

＜入居募集を停止しない場合＞ 

   （現状）           （耐用年数経過時） 

     

 

 

 

 

 

 

 

◆耐用年数を経過する団地への対応方針 

《 現況と課題 》 

･ 入居募集を停止している住戸は、5 団地 451 戸であり、平成 27 年 10 月現在の入居者は 285

世帯となっています。 

･ 平成 37 年度までに 599 戸が耐用年数を経過するため、その後のあり方について検討する必

要があります。 

 

《 具体的な取組 》 

 耐用年数を経過する団地ごとに、入居者の意向、地域の需要、費用対効果等を総合

的に検討し、建替え、用途廃止等の対応を検討します。 

 建替えを行う場合は、目標管理戸数を念頭に、入居戸数をベースとしつつ、既存の

市営住宅への移転を積極的に促すことで建替え戸数の抑制に努めます。 

 コンパクトシティの観点から周辺環境や利便性を考慮し、複数団地の統廃合や非

現地建替えについても検討します。 

 

建替え戸数が 

４割削減 

建替え時に戸

数を削減するた

めには、他団地

への移転等を

検討する必要

が生じる。 

入居 入居 入居 入居

入居 入居 入居 入居

入居 入居 入居 入居

入居 入居 入居 入居

入居 入居 入居 入居

入居 入居 入居 入居

入居 入居 入居 入居

入居 入居 入居 入居

入居 入居 入居 入居

入居 入居 入居 入居

入居 入居 入居 入居

入居 入居 入居 入居

入居 入居 入居 入居

入居 入居 入居 入居

入居 入居 入居 入居

入居 入居 入居 入居

入居 入居 入居 入居

入居 入居 入居 入居
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方針２ 市営住宅のバリアフリー化（ユニバーサルデザイン）への取組 

《 現況と課題 》 

･ 市営住宅のバリアフリー化については、新規建設または建替時における段差の解消、手すり

の設置などのバリアフリーに配慮した整備を行っており、平成 6 年以降に建設した松原団

地及び松原第一団地の 722 戸においては一定の水準が確保されています。 

･ 既存住宅については、公営住宅 6 団地 144 戸において、住戸改善事業を実施し、住戸内部の

バリアフリー化を図っています。また、中層耐火構造の一部の団地において共用階段への手

すりを設置しています。 

 

《 具体的な取組 》 

 建替えを行う場合は中高層とし、エレベーターを設置することによりバリアフリ

ー化に努めます。 

 敷地または周辺環境等の条件によっては低層化によるバリアフリー化も検討しま

す。 

 住戸内部についても、引き続きバリアフリー化に配慮し、車いす対応住宅等の障が

い者向け住宅の供給を推進します。 

 既存住宅へのエレベーターの設置については、4 階、5 階の入居募集を停止する住

棟、建替えを実施する住棟、長寿命化を図る住棟等の検討と密接に関連するため、

これらの方針に合わせエレベーター整備計画を検討します。 
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方針３ 市営住宅の移住・定住への有効活用に向けた取組 

《 現況と課題 》 

･ 本市の市営住宅は、平成 27 年度末時点で、耐用年数が比較的長い 3 階建て以上の市営住宅

において、改良住宅 3,833 戸のうち 5.9％の 226 戸が空き家、公営住宅 502 戸のうち 4.2％の

21 戸が空き家となっています。 

･ 市営住宅の空き家については、その一部を有効に活用し、移住・定住を促進することが求め

られています。 

 

《 具体的な取組 》 

 市営住宅の空き家について、若年者や子育て世帯等の幅広い移住・定住者を受入れ

るため、特区制度や地域再生制度、目的外使用制度を利用し、定住促進住宅として

活用します。 

 定住促進住宅に関しては、バリアフリーに配慮し、費用対効果やライフサイクルコ

ストから有効な場合はエレベーターの設置を検討します。 

 定住促進住宅の実施に当たっては、雇用、教育、子育て、医療など他の様々な移住・

定住施策との連携を図ります。 

 

 

 

 


